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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら 
2007 年 12 月 

【平成１９年１２月５日(水)～平成１９年１２月２８日(金)】 

統計調査報告
◇景気動向指数～１０月速報～  1２月 6 日（木）内閣府発表 

・ １０月のＤＩ（速報値）は先行指数で２０．０％、一致指数で６６．７％、遅行指数で７５．０％となっ
た。先行指数は３カ月連続で５０％を下回り、一致指数は７ヶ月連続で５０％を上回り、遅行指数は
３ヶ月振りに５０％を上回った。

◇労働経済動向調査（平成１９年１１月）  １２月６日（木）厚生労働省発表

・ 常用労働者過不足判断Ｄ.Ｉ.（「不足」－「過剰」）は、調査産業計で２５ポイントとなっており、依然として
不足超過幅が大きい。

◇国民経済計算～７―９月期・２次速報～    １２月７日（金）内閣府発表

・ 実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は０．
４％（年率１．５％）。

・ ＧＤＰ成長率の寄与度は、実質は国内需要（内
需）が－０．１％、財貨・サービスの純輸出
（外需）が０．５％となった。

◇企業短期経済観測調査（短観）～１２月～  １２月１４日（金）日本銀行発表 

・ 全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」）は製造業で１９（前期２３、先行き１５）。非製造業は
１６（前期２０、先行き１５）。 

・ 雇用人員判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」－「不足」）は、大企業全
産業で－１３（前期－１２、先行き－１４）。

◇平成１９年毎月勤労統計調査特別調査 １２月２１日（金）厚生労働省発表

・ 規模５人未満の事業所における平成１９年７月の月間きまって支給する現金給与額は１９０，４８２円で、
前年比０．１％減と引き続き減少となった。平成１８年８月１日から平成１９年７月３１日までの１年間にお
ける、賞与など特別に支払われた現金給与額は２１４，６２９円で、前年比２．２％減となった。

◇法人企業景気予測調査（平成１９年１０～１２月期調査） １２月２５日（火）内閣府・財務省発表

・ 平成１９年１２月末時点の「従業員数判断」ＢＳＩ（「不足気味」－「過剰気味」）を全産業でみると、大企業、
中堅企業、中小企業いずれも引き続き「不足気味」超となっている。平成２０年６月末までの先行き
を全産業でみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超で推移する見通しとなって
いる。

国内総生産の前期比（季調値）と内外需の実質寄与度
（2次速報）
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◇平成１９年賃金引上げ等の実態に関する調査          １２月２５日（火）厚生労働省発表 
・ 規模１００人以上の企業のうち、平成１９年中に１人当たり平均賃金を引上げる企業は８２．８％（前
年７７．５％）、引き下げる企業は１．６％（同１．３％）、賃金の改定を実施しない企業は１３．３％
（同１６．６％）となっている。 

 ・平成１９年中における賃金の改定状況（１０～１２月実施予定を含む）について、常用労働者数によ
る加重平均でみると、１人当たり平均賃金の改定額は、４，３７８円（前年４，３４１円）、改定率の
平均は１．７％（同１．６％）となった。 

 
◇平成１９年労働組合基礎調査                 １２月２７日（木）厚生労働省発表 
・ 平成１９年６月３０日現在における単一労働組合の労働組合員数は１，００８万人で、前年に比べて
３万９千人増（０．４％増）と１３年ぶりの増加となった。 

・ 推定組織率（雇用者数に占める労働組合員数の割合）は１８．１％となり、前年に比べて０．１ポイ
ントの低下となった。 

・ 単一労働組合の労働組合数は２７，２２６組合で前年に比べて２８１組合の減（１．０％減）となっ
た。 

 
◇鉱工業生産・出荷・在庫指数～１１月～                        １２月２８日（金）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は、前月比１．６％の低下。製造工業生産予測調査によると、１２月上昇の
後、１月は横ばいを予測している。 

 
◇消費者物価指数～１１月～                                        １２月２８日（金）総務省発表 

・ 消費者物価指数（平成１７年＝１００）は、１００．７となり、前年同月比で０．６％の上昇、生鮮
食品を除く総合指数は１００．６となり、前年同月比で０．４％の上昇といずれも２ヶ月連続の上昇
となった。 

・ １２月の東京都区部は１００．５となり、前年同月比で０．４％の上昇、生鮮食品を除く総合指数は
１００．４となり、前年同月比で０．３％の上昇。 

・ 平成１９年平均の東京都区部の消費者物価指数は、１００．２となり、前年比０．１％の上昇。 
 
◇家計調査～１１月～                                              １２月２８日（金）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質２．１％の減少。 
 
◇労働力調査～１１月～                                            １２月２８日（金）総務省発表 
◇一般職業紹介状況～１１月～                                  １２月２８日（金）厚生労働省発表 
・完全失業率（季調値）は３．８％と、前月比０．２
ポイントの低下。男性は３．９％と、前月比０．
１ポイントの低下。女性は３．６％と前月比０．
３ポイントの低下。 

・ 完全失業者数は２４６万人と、前年同月比１３万
人の減少。 

・ 雇用者数（季調値）は５，５５８万人と、前月比５
４万人の増加。 

・ 有効求人倍率（季調値）は０．９９で前月比０．０
３ポイント低下し、２年ぶりに１倍を切った。 

 
 
◇毎月勤労統計調査～１１月速報                   １２月２８日（金）厚生労働省発表 
・ 現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．２％減の２８９，４６６円、きまって支給する給与は同
０．４％増の２７１，５９２円。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上、季調値）は前月比０．６％増。 
 

研究会報告等 
◇月例経済報告～１２月～                                          １２月１８日（火）内閣府発表 
景気は、一部に弱さがみられるものの、回復している。（前月：景気は、このところ一部に） 
・ 企業収益は、改善に足踏みがみられる。設備投資は、緩やかに増加している。（前月：企業収益は、
改善している。設備投資は、このところ弱い動きがみられるものの、基調として増加している。） 

完全失業率と有効求人倍率の推移
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・ 雇用情勢は、厳しさが残るなかで、このところ改善に足踏みがみられる。（前月と変わらず）
・ 個人消費は、おおむね横ばいとなっている。（前月と変わらず）
・ 住宅建設は、下げ止まりつつあるものの、依然として低い水準にある。（前月：このところ減少して
いる。）

・ 輸出は、増加している。生産は、緩やかに増加している。（前月：持ち直している。）

◇月例労働経済報告～１２月～ １２月２６日（水）厚生労働省発表 

労働経済面をみると、雇用情勢は、厳しさが残るなかで、このところ改善に足踏みがみられる。 
（前月と変わらず） 

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載されております。 
なお、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しております。 

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 
[次号予定１月３１日（木）] 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部 
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